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回次
第50期

中間連結会計期間
第51期

中間連結会計期間
第50期

会計期間

自2024年
９月１日
至2025年
２月28日

自2025年
９月１日
至2026年
２月28日

自2024年
９月１日
至2025年
８月31日

売上高 （百万円） 28,756 29,005 60,447

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 156 △198 382

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益又

は親会社株主に帰属する中間純損失（△）
（百万円） 44 △173 11

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 11 △208 155

純資産額 （百万円） 16,342 15,914 16,331

総資産額 （百万円） 37,013 35,254 34,667

１株当たり中間（当期）純利益又は中間純損

失
（円） 3.59 △14.10 0.90

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 44.2 45.1 47.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 669 1,204 416

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △529 △435 △216

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 356 △1,081 △630

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 （百万円） 4,618 3,380 3,691

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の分析

　当中間連結会計期間（2025年９月１日～2026年２月28日）における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善

の影響を受けて緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、物価上昇による実質賃金の伸び悩み等の影響

により、消費者の節約志向・価値志向は一層強まっています。また、地政学的リスクの高まりや金融・為替市

場やエネルギー価格の変動など、景気の先行きについては不透明な状況が続いております。

　当社グループが属しておりますスポーツ用品販売業界におきましては、個人スポーツ需要と健康志向の継続

により、一般スポーツ用品が比較的堅調に推移しました。スキー・スノーボード用品およびアパレルに関して

は、年末から年初にかけては冬らしい寒さとなりましたが、全体として暖冬傾向となり、特に12月と２月に平

年比で気温が高く推移したことが、需要を大きく抑制する要因となりました。

　このような状況のもと、当社グループでは、当連結会計年度を収益基盤の再構築を目指す足場固めの期と位

置付け、お客様のニーズ変化への対応やデジタル化推進等の喫緊の課題を優先しながらも、国内スポーツ小売

業としての基本に立ち返り、既存店を中心とした売場改善およびオペレーションの効率化に加え、ＥＣ専売品

やリユース商品の拡充、物流倉庫の効率改善等の収益性向上に向けた取り組みをおこなっております。

　商品別の売上動向としては、スキー・スノーボード用品において、11月下旬から12月中旬にかけての立ち上

がり時期の需要が強く抑制された結果、シーズン全体を通して低調な推移となり、前年を下回る結果となりま

した。ゴルフ用品についても、冬物ゴルフアパレルが低調に推移したものの、ゴルフクラブのニューモデルお

よび中古クラブの販売が伸長し、前年を上回る結果となりました。アウトドア用品については、キャンプ用品

において市場の動向を見極めながら仕入れの抑制を継続しており、また、トレッキング用品においても冬の主

力商品であるアウトドアアパレルの価格の見直しを早期に実施したことにより、前年を下回る結果となりまし

た。一般スポーツ用品については、前年を上回る実績となりました。冬物アパレルが低調に推移したものの、

ラケットスポーツが引き続き牽引したほか、シューズについても、売場の見直しと人材育成の取り組みにより

好調に推移しました。以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、前年をやや上回る水準で推移いたしまし

た。

　売上総利益率については、暖冬の兆候が見られた段階で、季節商材を中心に価格の調整を推し進めたことに

より、前年を下回る水準で推移いたしました。

　販売費及び一般管理費については、最低賃金の上昇を主とする人件費の増加や物価上昇に伴う物流費の増加

といった費用の上昇圧力が続いているものの、既存店の販売強化やシステム改修に向けた投資活動を選択的に

実行し、経費管理の強化も継続的に取り組んだ結果、前年をやや上回る水準に留まりました。

　また、2026年４月に退店となる店舗の固定資産の減損損失等の特別損失42百万円を計上しました。

　出退店の状況については前期末より変動はありません。2026年２月末時点で当社グループの店舗数は全国で

101店舗、売場面積は219,506㎡であり、前年同期比で店舗数は１店舗増、売場面積は1,978㎡増となりまし

た。

　以上の結果、当中間連結会計期間における連結業績は売上高29,005百万円（前年同期比0.9％増）、営業損

失240百万円（前年同期は114百万円の営業利益）、経常損失198百万円（前年同期は156百万円の経常利益）、

親会社株主に帰属する中間純損失173百万円（前年同期は44百万円の親会社株主に帰属する中間純利益）とな

りました。

（２）財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は23,501百万円となり、前連結会計年度末に比べ545百万円増加い

たしました。これは主に商品が1,170百万円増加したことによるものであります。固定資産は11,753百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ41百万円増加いたしました。これは主に繰延税金資産が119百万円増加し、差

入保証金が38百万円、長期貸付金が28百万円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は35,254百万円となり、前連結会計年度末に比べ586百万円増加いたしました。

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は16,116百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,883百万円増加
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いたしました。これは主に買掛金が2,290百万円増加したことによるものであります。固定負債は3,223百万円

となり、前連結会計年度末に比べ879百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が865百万円減少したこ

とによるものであります。

　この結果、負債合計は19,340百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,003百万円増加いたしました。

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は15,914百万円となり、前連結会計年度末に比べ416百万円減少

いたしました。これは主に利益剰余金が332百万円減少したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は45.1％（前連結会計年度末は47.1％）となりました。

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」とする）の残高は、前連結会計年度末に

比べ311百万円減少し、3,380百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は1,204百万円（前年同期は669百万円の増加）とな

りました。これは主に仕入債務の増加2,290百万円により資金が増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は435百万円（前年同期は529百万円の減少）となり

ました。これは主に有形固定資産の取得による支出342百万円により資金が減少したことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は1,081百万円（前年同期は356百万円の増加）とな

りました。これは主に長期借入金の返済865百万円により資金が減少したことによるものであります。

（４）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上および財務上の課題について重要

な変更ならびに新たに生じた課題はありません。

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
　中間会計期間末現在
　発行数（株）
　 （2026年２月28日）

提出日現在発行数（株）
　 （2026年４月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,320,787 12,320,787

東京証券取引所

スタンダード市場

名古屋証券取引所

プレミア市場

単元株式数

100株

計 12,320,787 12,320,787 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2025年９月１日～

　2026年２月28日
－ 12,320,787 － 2,544 － 3,998

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2026年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社コモリホールディングス 岐阜県岐阜市福光西二丁目11－11 4,266 34.85

株式会社大垣共立銀行

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

岐阜県大垣市郭町三丁目98

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
485 3.96

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 464 3.79

小森裕作 岐阜県岐阜市 365 2.98

株式会社電算システム 岐阜県岐阜市日置江一丁目58 301 2.47

ヒマラヤ従業員持株会 岐阜県岐阜市江添一丁目１番１号 257 2.10

小森温子 岐阜県岐阜市 237 1.94

株式会社トーカイ 岐阜県岐阜市若宮町九丁目16 150 1.23

小田加奈代 CHESHIRE EAST,CHESHIRE,UNITED KINGDOM 143 1.17

木島あすか 東京都港区 143 1.17

計 － 6,814 55.67

（５）【大株主の状況】
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2026年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 79,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,229,800 122,298 －

単元未満株式 普通株式 11,487 － －

発行済株式総数 12,320,787 － －

総株主の議決権 － 122,298 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式400株および自己株式の失念株

式1,000株が含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数

４個および自己株式の失念株式に係る議決権の数10個が含まれております。

2026年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ヒマラヤ
岐阜県岐阜市江添

　一丁目１番１号
79,500 － 79,500 0.65

計 － 79,500 － 79,500 0.65

②【自己株式等】

　（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権10

個）あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含めております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年９月１日から2026年２月

28日まで）に係る中間連結財務諸表について、仰星監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(2026年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,691 3,380

売掛金 2,079 1,764

商品 16,191 17,362

貯蔵品 9 14

その他 983 979

流動資産合計 22,955 23,501

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,225 4,191

土地 1,461 1,461

リース資産 6 7

建設仮勘定 24 －

その他（純額） 710 737

有形固定資産合計 6,427 6,397

無形固定資産

ソフトウエア 448 418

その他 53 102

無形固定資産合計 501 520

投資その他の資産

投資有価証券 618 616

長期貸付金 276 248

差入保証金 2,957 2,918

繰延税金資産 152 272

退職給付に係る資産 719 729

その他 69 62

貸倒引当金 △13 △13

投資その他の資産合計 4,782 4,835

固定資産合計 11,712 11,753

資産合計 34,667 35,254

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

- 8 -



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(2026年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 9,988 12,278

１年内返済予定の長期借入金 1,730 1,730

リース債務 2 2

未払法人税等 252 117

契約負債 334 333

賞与引当金 345 318

店舗閉鎖損失引当金 51 51

その他の引当金 38 42

資産除去債務 11 68

その他 1,477 1,174

流動負債合計 14,232 16,116

固定負債

長期借入金 3,107 2,241

リース債務 4 5

資産除去債務 935 921

その他 56 54

固定負債合計 4,103 3,223

負債合計 18,336 19,340

純資産の部

株主資本

資本金 2,544 2,544

資本剰余金 4,043 4,037

利益剰余金 9,383 9,050

自己株式 △30 △71

株主資本合計 15,941 15,561

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 141 141

退職給付に係る調整累計額 248 212

その他の包括利益累計額合計 389 353

純資産合計 16,331 15,914

負債純資産合計 34,667 35,254
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日

　至　2026年２月28日)

売上高 28,756 29,005

売上原価 18,480 19,022

売上総利益 10,275 9,983

販売費及び一般管理費 ※ 10,160 ※ 10,223

営業利益又は営業損失（△） 114 △240

営業外収益

受取利息 3 4

受取配当金 16 8

仕入割引 3 3

受取賃貸料 56 56

協賛金収入 17 16

その他 22 29

営業外収益合計 119 118

営業外費用

支払利息 14 19

不動産賃貸費用 55 54

その他 8 2

営業外費用合計 78 77

経常利益又は経常損失（△） 156 △198

特別損失

減損損失 10 40

関係会社株式評価損 33 2

特別損失合計 44 42

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
112 △241

法人税、住民税及び事業税 52 34

法人税等調整額 15 △103

法人税等合計 67 △68

中間純利益又は中間純損失（△） 44 △173

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
44 △173

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日

　至　2026年２月28日)

中間純利益又は中間純損失（△） 44 △173

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 0

退職給付に係る調整額 △33 △35

その他の包括利益合計 △33 △35

中間包括利益 11 △208

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 11 △208

非支配株主に係る中間包括利益 － －

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日

　至　2026年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
112 △241

減価償却費 397 410

減損損失 10 40

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 △26

その他の引当金の増減額（△は減少） △1 1

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △55 △61

受取利息及び受取配当金 △20 △12

支払利息 14 19

関係会社株式評価損 33 2

売上債権の増減額（△は増加） 71 314

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,973 △1,175

仕入債務の増減額（△は減少） 2,512 2,290

未収消費税等の増減額（△は増加） △86 －

未払消費税等の増減額（△は減少） △377 △10

その他 △62 △173

小計 574 1,376

利息及び配当金の受取額 18 10

利息の支払額 △13 △19

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 90 △163

営業活動によるキャッシュ・フロー 669 1,204

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △433 △342

無形固定資産の取得による支出 △56 △97

保険積立金の解約による収入 － 8

敷金及び保証金の差入による支出 △58 △5

敷金及び保証金の回収による収入 18 1

その他 △0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △529 △435

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,482 △865

自己株式の取得による支出 － △54

配当金の支払額 △160 △159

その他 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 356 △1,081

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 496 △311

現金及び現金同等物の期首残高 4,121 3,691

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,618 ※ 3,380

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（追加情報）

　　　　（表示方法の変更）

　　　　　（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「無形固定資産の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より区分掲

記しております。

この結果、前中間連結会計期間の中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた△56百万円は、「無形固定資産の取得による支出」とし

て組替えております。

　前中間連結会計期間
（自  2024年９月１日

　　至  2025年２月28日）

　当中間連結会計期間
（自  2025年９月１日

　　至  2026年２月28日）

その他の引当金繰入額 △11百万円 △15百万円

給料手当 3,072 3,155

賞与引当金繰入額 304 318

退職給付費用 17 9

賃借料 2,450 2,455

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（自  2024年９月１日

至  2025年２月28日）

当中間連結会計期間
（自  2025年９月１日

至  2026年２月28日）

現金及び預金勘定 4,618百万円 3,380百万円

現金及び現金同等物 4,618 3,380

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

- 13 -



（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年９月24日

取締役会
普通株式 160 13.00 2024年８月31日 2024年11月28日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月14日

取締役会
普通株式 159 13.00 2025年２月28日 2025年５月16日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年９月22日

取締役会
普通株式 159 13.00 2025年８月31日 2025年11月27日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月17日

取締役会
普通株式 159 13.00 2026年２月28日 2026年５月15日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年９月１日　至　2026年２月28日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

　当社グループは、一般小売事業以外の重要なセグメントはありませんので、セグメント情報の記載を省略

しております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年９月１日　至　2026年２月28日）

　当社グループは、一般小売事業以外の重要なセグメントはありませんので、セグメント情報の記載を省略

しております。

（金融商品関係）

　金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

　有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため、記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　当中間連結会計期間末における当社のデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はあ

りません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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商品区分 金額（百万円）

　スキー・スノーボード 2,502

　ゴルフ 4,758

　アウトドア 4,110

　一般スポーツ 16,943

　その他 441

顧客との契約から生じる収益 28,756

外部顧客への売上高 28,756

商品区分 金額（百万円）

　スキー・スノーボード 1,940

　ゴルフ 5,029

　アウトドア 3,723

　一般スポーツ 18,007

　その他 303

顧客との契約から生じる収益 29,005

外部顧客への売上高 29,005

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　商品区分別に分解した売上高は以下のとおりです。

　前中間連結会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

（注）１．「その他」は、フルフィルメント事業の収入等を含んでおります。

　　　２．連結グループ会社間の内部取引控除額後の金額を表示しております。

　当中間連結会計期間（自　2025年９月１日　至　2026年２月28日）

（注）１．「その他」は、フルフィルメント事業の収入等を含んでおります。

　　　２．連結グループ会社間の内部取引控除額後の金額を表示しております。

前中間連結会計期間
（自　2024年９月１日

至　2025年２月28日）

当中間連結会計期間
（自　2025年９月１日

至　2026年２月28日）

１株当たり中間純利益又は中間純損失 ３円59銭 △14円10銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益又は中間純損

失（百万円）
44 △173

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益又は中間純損失（百万円）
44 △173

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,288 12,276

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

（期末配当）

　2025年９月22日開催の取締役会において、剰余金の配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 ………………………………………………… 159百万円

（ロ）１株当たりの金額 …………………………………………… 13円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日 ………………… 2025年11月27日

（注）2025年８月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

（中間配当）

　2026年３月17日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額 ……………………………… 159百万円

（ロ）１株当たりの金額 …………………………………………… 13円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日 ………………… 2026年５月15日

（注）2026年２月28日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年４月８日

株式会社ヒマラヤ

取締役会　御中

仰 星 監 査 法 人

　 名 古 屋 事 務 所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木全　泰之

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鬼頭　功一郎

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒマラ

ヤの2025年９月１日から2026年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年９月１日から2026年２月28日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ヒマラヤ及び連結子会社の2026年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま



　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害

要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


